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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第150期

第１四半期連結
累計期間

第151期
第１四半期連結
累計期間

第150期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 4,608 5,923 27,087

経常利益（百万円） △87 248 1,108

四半期（当期）純利益（百万円） △82 64 881

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △178 207 1,325

純資産額（百万円） 22,985 24,393 24,353

総資産額（百万円） 34,828 37,532 37,278

１株当たり四半期（当期）純利益金額(円） △1.97 1.52 21.01

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 66.0 65.0 65.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が判断

したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、米国では住宅市場が活況を呈し、また雇用の改善により自動車販売を

初め、個人消費が拡大するなど好調に推移しました。しかしながら、欧州は債務危機からの脱却にはまだ相当の時間

を要すると思われ、引き続き厳しい経済状況が続いております。また、中国は経済成長率に陰りが見え、株価も大き

く下げるなど不透明感が増してきています。加えて世界の多くの新興国も低い成長にとどまるなど、米国以外は経

済に停滞感が出てきています。一方でわが国経済は、輸出環境の改善や、各種政策の効果により景気は着実に持ち直

してきており、足許では自律的な回復に向けた動きが見られ始めるようになりました。

このような状況の中、当社グループに関係の深い建設関連業界は、震災復興需要に加え、政府が掲げる国土強靭化

政策により、全国的に公共事業が増加し仕事量は増大しました。当社ユーザーも仕事量の増加により、従来慎重で

あった設備投資に対する姿勢に変化が見られ、当社受注は好調に推移しました。

当第１四半期連結累計期間の連結売上高は59億23百万円（前年同四半期比28.5％増）、損益面では連結営業利益

１億81百万円、連結経常利益２億48百万円、連結四半期純利益64百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間末の総資産は375億32百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億54百万円の増

加となりました。

流動資産は、236億52百万円となり、３億78百万円増加いたしました。主な要因は、たな卸資産の12億60百万円増

加、受取手形及び売掛金の８億67百万円減少等によるものです。固定資産は、138億80百万円となり、１億24百万円減

少いたしました。主な要因は、有形固定資産の１億46百万円増加、出資金の１億45百万円減少、繰延税金資産の87百

万円減少等によるものです。

負債は、131億39百万円となり、２億14百万円増加いたしました。主な要因は、未払金の12億５百万円増加、短期借

入金の７億57百万円減少、賞与引当金の２億98百万円減少等によるものです。

純資産は、243億93百万円となり、39百万円増加いたしました。主な要因は、四半期純利益64百万円及びその他有価

証券評価差額金１億68百万円の計上による増加、配当金１億67百万円の支払いによる減少等であります。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の65.3％から65.0％になりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　アスファルトプラント関連事業

　アスファルトプラントにつきましては、国内市場はユーザーの積極的な設備投資を背景に製品販売、メンテナンス

工事ともに増加し、売上高は前年同四半期比25.0%増加しました。また、海外市場におきましても円安効果で日本か

らの製品輸出が大幅に伸長しました。

　この結果、アスファルトプラント関連事業の売上高は、前年同四半期比42.3%増の30億70百万円となりました。
　
②　コンクリートプラント関連事業　

　コンクリートプラントにつきましては、震災復興需要が本格化してきたのに加え、全国的に公共工事が増大し、

ユーザーの設備投資に対するスタンスが前向きになってきましたことから特に製品販売が伸長し、国内売上高は前

年同四半期比45.5％増加しました。

　コンクリートポンプにつきましても、製品販売、消耗部品の販売ともに好調に推移し、売上高は前年同四半期比

52.2％増加しました。

　この結果、コンクリートプラント関連事業の売上高は、前年同四半期比45.9％増の15億84百万円となりました。
 
③　環境及び搬送関連事業

　環境製品につきましては、大型製品の販売がなかったことから、売上高は前年同四半期比86.5％減少しました。

　搬送製品につきましては、昨年度は、震災復興向けとして主力製品の「モジュラーコンベヤ」の販売が好調でした

が、その需要は一巡し、今年度は震災復興向け製品の売上が剥落しましたことから前年同四半期比24.3％減少しま

した。
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　この結果、環境及び搬送関連事業の売上高は、前年同四半期比28.9％減の３億88百万円となりました。
　
④　その他

　その他の事業といたしまして、仮設機材製品につきましては、製品更新需要の増加により、引き続き堅調に推移し、

売上高は前年同四半期比12.3％増加しました。

　ショベル等土農工具製品につきましては、円安効果により海外向け販売が増加しましたことから、売上高は前年同

四半期比20.3％増加しました。

　破砕機製品につきましては、売上高は前年同四半期比65.4％減少しました。

　この結果、その他の売上高は、前年同四半期比7.5％増の８億79百万円となりました。

　

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　　　株式会社の支配に関する基本方針

当社は、機械メーカーとして、永年蓄積した専門知識、特殊技術を活用し、お客様に真に満足していただける製品・

サービスを提供することにより、お客様から支持していただける存在意義のある企業を目指し、強固な財務基盤を背

景に、長期的な視野にたった経営を行っております。従って、経営の効率性及び収益性を高める観点から専門性の高

い業務知識及び営業ノウハウを備えた者が取締役に就任し、重要な職務執行を担当することが、当社の企業価値及び

株主の皆様共同の利益の向上につながるものと考えております。

当社は、①有効な資産運用及び利益重視の経営による業績の向上並びに積極的な利益還元、②経営の透明性確保、

③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構築を実現することにより、中長期的に企業

価値を向上させることが、いわゆる敵対的買収防衛策の基本であると認識しております。

（株式会社の支配に関する基本方針について）

①不適切な支配の防止のための取組み

　当社は、現在のところ不当な目的による大量取得を意図する買付者が存在し、具体的な脅威が生じている状況には

なく、当社株式の大規模買付行為に対する具体的対応策の導入予定はございませんが、損失の危険の管理すなわちリ

スク管理の一環として、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付提案又はこれに類

似する行為に対応するため、平成19年9月28日開催の取締役会において敵対的ＴＯＢ対応マニュアルを整備し、当社

の企業価値及び株主共同の利益を毀損すると判断される場合は、具体的な対抗措置の要否及び内容等を速やかに決

定及び実行する体制を整えております。

②不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

　当社取締役会は、上記①の取組みは株主の皆様から委任された経営者として、当社株式の取引及び株主の異動状況

を注視するとともに、大量買付を意図する買付者が現れた場合、社外の専門家を交えて当該買収提案の評価や買付者

との交渉を行い、株主共同の利益を侵害せず、且つ、当社役員の地位の維持を目的とするものではなく、適切であると

判断しております。

（3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、66百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 175,532,000

計 175,532,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 42,197,397 42,197,397
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数　

 1,000株

計 42,197,397 42,197,397 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 42,197,397 － 9,197 － 7,802

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

EDINET提出書類

日工株式会社(E01372)

四半期報告書

 5/18



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　272,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　41,746,000 41,746 －

単元未満株式 普通株式　　 179,397 － －

発行済株式総数 42,197,397 － －

総株主の議決権 － 41,746 －

 (注)1.「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

 　　2.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

 　　　「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日工株式会社
明石市大久保町江井

島1013番地の１
272,000 － 272,000 0.64

計 － 272,000 － 272,000 0.64

　（注）　当第１四半期会計期間末日の自己株式数は、274,273株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,986 7,711

受取手形及び売掛金 ※1
 10,802

※1
 9,935

有価証券 49 251

商品及び製品 466 1,148

仕掛品 2,304 2,774

原材料及び貯蔵品 870 980

繰延税金資産 321 353

その他 474 499

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 23,274 23,652

固定資産

有形固定資産 3,532 3,678

無形固定資産

その他 131 119

無形固定資産合計 131 119

投資その他の資産

投資有価証券 6,468 6,437

出資金 1,805 1,659

長期貸付金 39 39

繰延税金資産 857 770

その他 1,385 1,390

貸倒引当金 △216 △216

投資その他の資産合計 10,340 10,081

固定資産合計 14,004 13,880

資産合計 37,278 37,532
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 3,121

※1
 3,308

短期借入金 2,674 1,916

未払法人税等 334 210

未払金 2,700 3,906

繰延税金負債 0 0

賞与引当金 379 81

役員賞与引当金 35 1

受注損失引当金 1 15

その他 927 980

流動負債合計 10,175 10,421

固定負債

長期借入金 166 124

退職給付引当金 2,104 2,101

役員退職慰労引当金 119 109

その他 360 382

固定負債合計 2,750 2,717

負債合計 12,925 13,139

純資産の部

株主資本

資本金 9,197 9,197

資本剰余金 7,808 7,808

利益剰余金 6,894 6,791

自己株式 △82 △83

株主資本合計 23,818 23,713

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 892 1,061

為替換算調整勘定 △357 △382

その他の包括利益累計額合計 535 679

少数株主持分 － －

純資産合計 24,353 24,393

負債純資産合計 37,278 37,532
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 4,608 5,923

売上原価 3,267 4,361

売上総利益 1,341 1,562

販売費及び一般管理費 1,357 1,380

営業利益 △16 181

営業外収益

受取利息 11 11

受取配当金 33 52

為替差益 － 56

その他 19 18

営業外収益合計 64 139

営業外費用

支払利息 8 8

持分法による投資損失 54 62

為替差損 62 －

損害賠償金 3 －

その他 6 1

営業外費用合計 135 73

経常利益 △87 248

特別利益

投資有価証券売却益 － 15

特別利益合計 － 15

特別損失

投資有価証券評価損 － 2

特別損失合計 － 2

税金等調整前四半期純利益 △87 260

法人税、住民税及び事業税 53 233

法人税等調整額 △57 △37

法人税等合計 △4 196

少数株主損益調整前四半期純利益 △82 64

四半期純利益 △82 64
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 △82 64

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △170 168

為替換算調整勘定 74 △25

その他の包括利益合計 △95 143

四半期包括利益 △178 207

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △178 207
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１.　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四

半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 187百万円 399百万円

支払手形 173 371

　　　

　２.　保証債務

  次の会社のリース会社との契約について債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

新晃圧送 4百万円 新晃圧送 4百万円

佛山市?力市政工程有限公司 15 佛山市?力市政工程有限公司 11

広東鼎興投資有限公司 0 黒龍江中誠市政建築材料有限公司 2

黒龍江中誠市政建築材料有限公司 6 河南乾坤路橋工程有限公司 20

河南乾坤路橋工程有限公司 23 河南現代路橋工程有限公司 8

河南現代路橋工程有限公司 16 黒龍江嘉泰公路養護技術有限公司 109

黒龍江嘉泰公路養護技術有限公司 108 濮?市路瑞通高速公路養護有限公司 58

濮?市路瑞通高速公路養護有限公司 62 広州建城混凝土有限公司 6

広州建城混凝土有限公司 6 ?台公路工程有限公司 62

計 244 鄭州天諾建筑労務有限公司 53

　 　 新郷市正弘公路工程有限公司 56

　 　 計 395

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。　 

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 93百万円 93百万円

のれんの償却額 2 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

  配当金支払額　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日

定時株主総会
普通株式 125 3.00 平成24年３月31日 平成24年６月25日利益剰余金

 　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

  配当金支払額　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 167 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月24日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日 至　平成24年６月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
アスファルト
プラント
関連事業　

コンクリート
プラント　
関連事業

環境及び搬送
　

関連事業
計

売上高       

外部顧客への売上高  2,158 1,085 546 3,790 818 4,608
セグメント間の内部売上高又
は振替高

1　 25 8 35 53 88

計 2,159　 1,111 554 3,825 872 4,697

セグメント利益 40　 42 72 155 △7 148

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仮設機材事業、土農工具事業及び

水門事業等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 155　 　

「その他」の区分の利益 △7　 　

全社費用（注） △164　 　

四半期連結損益計算書の営業利益 △16 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の企画・管理等の部門に係る費用であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日 至　平成25年６月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計
アスファルト
プラント
関連事業　

コンクリート
プラント　
関連事業

環境及び搬送
　

関連事業
計

売上高       

外部顧客への売上高  3,070 1,584 388 5,043 879 5,923
セグメント間の内部売上高
又は振替高

0　 － 20 20 27 48

計 3,071　 1,584 409 5,064 907 5,971

セグメント利益 285　 86 37 410 25 435

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、仮設機材事業、土農工具事業及び

水門事業等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 410　 　

「その他」の区分の利益 25　 　

全社費用（注） △254　 　

四半期連結損益計算書の営業利益 181 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の企画・管理等の部門に係る費用であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 △1円97銭 1円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） △82 64

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） △82 64

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,951 41,923

　 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月12日

日工株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北本　　敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三井　孝晃　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日工株式会社の平

成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日工株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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